
平成１６年３月期 個別財務諸表の概要           平成16年 5月 18日 

上 場 会 社 名 ＡＳＴＩ株式会社 上場取引所    東・名 

コ ー ド 番 号 ６８９９ 本社所在都道府県 静岡県 

（ ＵＲＬ  http://www.asti.co.jp  ）  

代 表 者 役職名：代表取締役社長  氏名：岩 田 善 之  

問合せ先責任者 役職名：執行役員経理部長 氏名：神 谷 武 司 ＴＥＬ   (0538)66-5577 

決算取締役会開催日 平成 16 年 5月 18 日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成 16 年 6月 25 日 単元株制度採用の有無 有（１単元：1,000 株） 

 

１．１６年３月期の業績（平成 15 年 4月 1日～平成 16 年 3月 31 日） 

(1)経営成績                                  （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円     ％ 百万円     ％  百万円     ％

16 年 3 月期 25,934 (  2.9) 1,365 (  7.3) 1,294 ( 12.6)

15 年 3 月期 25,197 ( 17.5) 1,273 ( 92.4) 1,148 ( 63.0)
 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円    ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

16 年 3 月期 746 (  6.2) 110  32 － 10.7 9.7 5.0 

15 年 3 月期 703 (104.5) 103  78 － 11.2 9.2 4.6 
（注）①期中平均株式数     16 年 3 月期 6,624,702 株 15 年 3 月期 6,632,070 株 

②会計処理の方法の変更  無  

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円    銭 円    銭 円    銭 百万円 ％ ％

16 年 3 月期 10  00 4   00 6   00 66 9.1 0.9 
15 年 3 月期 10   00 4   00 6   00 66 9.6 1.0 
（注）16 年 3 月期期末配当金の内訳 

   特別配当  1 円 00 銭  記念配当  0 円 00 銭 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円    銭

16 年 3 月期 13,801 7,324 53.1 1,103   81 
15 年 3 月期 12,828 6,598 51.4 993   49 
（注）①期末発行済株式数  16 年 3月期 6,621,173 株  15 年 3 月期 6,626,982 株 

②期末自己株式数   16 年 3 月期 21,344 株  15 年 3 月期 15,535 株 

 

２．１７年３月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭

中 間 期 12,000 400 230 5  00 － － 

通 期 25,000 1,100 630 － 5  00 10  00

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)    92 円 73 銭 

（注） 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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個 別 財 務 諸 表 等 
 

【貸借対照表】 
（単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在） 
比較増減

期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（資産の部）  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産    
1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

現金及び預金 

受取手形 

売掛金 

製品 

原材料 

仕掛品 

貯蔵品 

前払費用 

繰延税金資産 

未収入金 

その他 

貸倒引当金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※3 

 

 

414
12
5,874
305
1,321
276
11
6
177
750
2

△    0

221 
7 

5,386 
355 
1,669 
187 
27 
7 
158 
681 
4 

△    0 

 

△
△

△
△

△

193
5
487
50
348
88
15
0
19
69
1
0

 流動資産合計  9,152 66.3 8,705 67.9 446
Ⅱ 固定資産    
1 有形固定資産    
(1) 

 

建物 

減価償却累計額 
 
2,639
1,645 994

2,437
1,601

 
835 

 
159

(2) 

 

構築物 

減価償却累計額 
 
151
125 25

149
122

 
26 

 
△ 1

(3) 

 

機械及び装置 

減価償却累計額 
 
1,823
1,253 570

1,626
1,183

 
442 

 
127

(4) 

 

車両運搬具 

減価償却累計額 
 

17
12 4

14
12

 
2 

 
2

(5) 

 

工具器具備品 

減価償却累計額 
 
1,390
1,169 220

1,249
1,074

 
174 

 
46

(6) 

(7) 

土地 

建設仮勘定 
 

1,144
5

1,144 
27 

 
△
‐
21

 有形固定資産合計  2,966 21.5 2,654 20.7 312
2 無形固定資産    
(1) 

(2) 

(3) 

借地権 

ソフトウェア 

その他 

 

7
73
10

7 
85 
10 

 △
‐
11
0

 無形固定資産合計  91 0.7 102 0.8 △ 11
3 投資その他の資産    
(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

(9) 

(10) 

(11) 

投資有価証券 

関係会社株式 

出資金 

関係会社出資金 

関係会社長期貸付金 

前払年金費用 

繰延税金資産 

保証金 

保険積立金 

その他 

貸倒引当金 

 

368
‐
0
417
89
214
138
60
317
12

△   27

258 
0 
0 
417 
9 
76 
214 
84 
276 
56 

△   26 

 

△

△
△

△
△

110
0
‐
‐
80
138
75
23
40
43
1

 投資その他の資産合計  1,591 11.5 1,366 10.6 225
 固定資産合計  4,649 33.7 4,122 32.1 526

資 産 合 計 13,801 100.0 12,828 100.0 973
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  （単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在） 
比較増減

期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（負債の部）  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債    

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

支払手形 

買掛金 

短期借入金 

１年内返済予定長期借入金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

未払消費税等 

前受金 

預り金 

賞与引当金 

製品保証引当金 

設備関係支払手形 

その他 

 

※3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

250

2,335

1,650

167

779

39

373

62

0

26

326

14

98

9

241 

2,544 

1,710 

156 

566 

0 

191 

‐ 

4 

21 

347 

18 

52 

10 

 

△

△

△

△

△

△

8

209

60

11

213

38

181

62

4

4

21

3

46

0

 流動負債合計  6,133 44.4 5,865 45.8 268

Ⅱ 固定負債    

1 

2 

長期借入金 

役員退職慰労引当金 
 

65

277

100 

263 
 
△ 34

14

 固定負債合計  343 2.5 363 2.8 △ 20

負債合計  6,477 46.9 6,229 48.6 247

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※1 1,156 8.4 1,156 9.0 ‐

Ⅱ 資本剰余金    

1 資本準備金  1,356 1,356   

 資本剰余金合計  1,356 9.8 1,356 10.6 ‐

Ⅲ 利益剰余金    

1 

2 

3 

利益準備金 

任意積立金 

当期未処分利益 

 

50

3,500

1,179

50

3,000

1,014

 

 

 

 

 利益剰余金合計  4,729 34.3 4,064 31.7 665

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自己株式 

※5 

※2 

91

△   10

0.7

△ 0.1

28 

△    6 

0.2 

△ 0.1 △

63

3

資本合計  7,324 53.1 6,598 51.4 725

負 債 ・ 資 本 合 計 13,801 100.0 12,828 100.0 973
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【損益計算書】 
  （単位：百万円） 

当 期 前 期 

自  平成 15 年 4月 1 日 

至 平成 16 年 3月 31 日 

自  平成 14 年 4月 1 日 

至 平成 15 年 3月 31 日 

比較増減

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  25,934 100.0 25,197 100.0 736
    
Ⅱ 売上原価 ※2 23,150 89.3 22,545 89.5 605

 売上総利益  2,784 10.7 2,652 10.5 131
    
Ⅲ 販売費及び一般管理費    

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

販売促進費 

広告宣伝費 

発送運賃 

製品保証引当金繰入額 

役員報酬 

給与 

福利厚生費 

賞与 

賞与引当金繰入額 

退職給付引当金繰入額 

役員退職慰労引当金繰入額 

備品・消耗品費 

減価償却費 

租税公課 

賃借料・リース料 

研究開発費 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 

 

0

5

98

9

102

454

113

76

67

38

18

29

52

10

17

78

246 1,418 5.4

0

5

111

12

113

436

91

71

68

27

18

25

53

10

16

77

237

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,379 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4 39

 営業利益  1,365 5.3 1,273 5.1 92
    
Ⅳ 営業外収益    

1 

2 

3 

4 

5 

6 

受取利息 

受取配当金 

有価証券売却益 

経営管理指導料 

受取出向料 

その他 

 

 

 

※1 

 

 

0

11

0

9

19

51 93 0.3

3

2

‐

10

19

30

 

 

 

 

 

65 

 

 

 

 

 

0.3 28

Ⅴ 営業外費用    

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

支払利息 

手形売却損 

売上割引 

貸倒引当金繰入額 

為替差損 

棚卸資産廃却損 

棚卸資産評価損 

投資有価証券評価損 

事業保険料 

その他 

 

22

1

0

0

16

85

14

‐

12

9 164 0.6

29

0

0

5

14

36

‐

38

18

46

 

 

 

 

 

 

 

 

 

189 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8 △ 24

 経常利益  1,294 5.0 1,148 4.6 145
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（単位：百万円） 

当 期 前 期 

自  平成 15 年 4月 1 日 

至 平成 16 年 3月 31 日 

自  平成 14 年 4月 1 日 

至 平成 15 年 3月 31 日 

比較増減

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

  ％  ％ 

Ⅵ 特別利益    

1 

2 

3 

4 

5 

固定資産売却益 

投資有価証券売却益 

貸倒引当金戻入益 

製品保証引当金戻入益 

受取補償金 

※3 

 

 

 

 

4

1

‐

‐

‐ 5 0.0

0

0

1

20

98

 

 

 

 

119 

 

 

 

 

0.5 △ 114

Ⅶ 特別損失    

1 固定資産処分損 ※4 31 31 0.1 19 19 0.1 11

 税引前当期純利益  1,267 4.9 1,248 5.0 19

 
法人税､住民税及び事業税 

法人税等調整額 
 
504

15 520 2.0

361

184

 

545 

 

2.2 △ 24

 当期純利益  746 2.9 703 2.8 43

 
前期繰越利益 

中間配当額 
 

459

26

337 

26 
 

 当期未処分利益  1,179 1,014  
     



 5

【利益処分案】 
（単位：百万円） 

第４１期 

株 主 総 会 開 催 日 

平成 16 年 6月 25 日 

第４０期 

株 主 総 会 開 催 日 

平成 15 年 6月 26 日 

期  別 

 

 

科  目 金    額 金    額 

  

Ⅰ 当期未処分利益  1,179  1,014

Ⅱ 利益処分額   

1 

2 

配当金 

役員賞与金 

 

 

39

16

39

15
 

 （うち監査役賞与金） （   3） （   2） 

3 任意積立金   

 (1) 別途積立金  600 655 500  554

Ⅲ 次期繰越利益  523  459
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【重要な会計方針】 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式・・・・・・移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

時価のあるもの ・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算 

 定） 

時価のないもの ・・・・・移動平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）製品・原材料・仕掛品 ・・・・・・総平均法による原価法 

（２）貯蔵品 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 ・・・・・定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物     31 年 

  機械及び装置  5 年 

（２）無形固定資産 ・・・・・定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与支出に備えるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上しております。 

（３）製品保証引当金 

製品クレーム費用の支出に備えるため、発生額を個別に見積ることができる費用についてはその見

積額を、その他については、売上高に対する過去の実績比率により計算した額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、10 年による按分額を費用の減額処理しております。数理計

算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末における要支給額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 
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【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

当 期 前 期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） （平成 15年 3 月 31 日現在） 
 
※1 授権株式数及び発行済株式総数 ※1 授権株式数及び発行済株式総数 

 
授権株式数 

発行済株式総数 

普通株式 

普通株式 

24,000,000 株

6,642,517 株
 
同  左 

 
 

    
※2 自己株式 ※2 自己株式 

 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式

21,344 株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

15,535 株であります。 
    
※3 関係会社項目 ※3      

 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲

記されたもののほか次のものがあります。 

 
  

 資産 未収入金 415 百万円    

 負債 買掛金 185 百万円    
    
 4 受取手形割引高 119 百万円  4 受取手形割引高    139 百万円
    
※5 配当制限  ※5 配当制限 

 

商法施行規則第 124 条第３項に規定する資

産に時価を付したことにより増加した純資産

額は 91 百万円であります。 

 

商法第290条第1項第６号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

28 百万円であります。 
    
 6 

 

 

 

 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行８行と当座貸越契約及びコミットメ

ント契約を締結しております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 6 

 

 

 

 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行７行と当座貸越契約及びコミットメ

ント契約を締結しております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 
    

 
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

4,800 百万円  
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

3,560 百万円

 借入実行残高 1,000 百万円  借入実行残高 760 百万円

 差引額 3,800 百万円  差引額 2,800 百万円
    
 

（損益計算書関係） 

当 期 前 期 

（平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3月 31 日） （平成 14 年 4 月 1日～平成 15 年 3月 31 日） 
  
※1 関係会社に対する営業外収益 ※1 関係会社に対する営業外収益 

 経営管理指導料 9 百万円  経営管理指導料 10 百万円
      
※2 研究開発費の総額 ※2 研究開発費の総額 

 

 
一般管理費及び当期製造費用 
に含まれる研究開発費 160 百万円

 
一般管理費及び当期製造費用 
に含まれる研究開発費 138 百万円

      
※3 固定資産売却益の内訳 ※3 固定資産売却益の内訳 

 機械及び装置 4 百万円  工具器具備品 0 百万円

 工具器具備品 0 百万円   

  計 4 百万円   
      
※4 固定資産処分損の内訳 ※4 固定資産処分損の内訳 

 

建物 

機械及び装置 

車両運搬具 

工具器具備品 

25 百万円

4百万円

0百万円

1百万円

 

建物 

機械及び装置 

車両運搬具 

工具器具備品 

1 百万円

5百万円

0百万円

12 百万円

  計 31 百万円   計 19 百万円
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（リース取引関係） 

当 期 前 期 

（平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3月 31 日） （平成 14 年 4 月 1日～平成 15 年 3月 31 日） 
  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

１．

 

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額  

１．

 

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額  

 （単位：百万円）  （単位：百万円）

 取得価額 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高

相 当 額

 取得価額

相 当 額

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高

相 当 額

建   物 10 8 2 建   物 10 6 3 

車両運搬具 11 2 8 
機 械 及 び

装 置
158 106 51 

合 計 22 11 11 車両運搬具 6 1 5 

    合 計 175 114 61 

  

２. 未経過リース料期末残高相当額 ２. 未経過リース料期末残高相当額 

 
１ 年 内 

１ 年 超 

3 百万円

7百万円
 
１ 年 内 

１ 年 超 

55 百万円

6百万円

 合  計 11 百万円  合  計 62 百万円

    

３. 

 

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３.

 

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

13 百万円

11 百万円

1百万円

 

 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

34 百万円

29 百万円

3百万円

    

４. 減価償却費相当額の算定方法 ４. 減価償却費相当額の算定方法 

 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

 

 

同  左 

 

    

５. 利息相当額の算定方法 ５. 利息相当額の算定方法 

 

 

 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

 

 

同  左 

 

 
    
 

 

（有価証券関係） 

当期（平成 15 年 4 月 1日～平成 16年 3 月 31 日）及び前期（平成 14 年 4月 1日～平成 15 年 3 月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

当 期 前 期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） （平成 15年 3 月 31 日現在） 
  
１. 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

１.

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 
      
 繰延税金資産（流動）   繰延税金資産（流動）  

 賞与引当金 129 百万円  賞与引当金 121 百万円

 製品保証引当金 5 百万円  製品保証引当金 7 百万円

 未払事業税 32 百万円  未払事業税 17 百万円

 棚卸資産評価損 5 百万円  棚卸資産評価損 7 百万円

 その他 3 百万円  その他 4 百万円

 合計 177 百万円  合計 158 百万円
    
 繰延税金資産（固定）  繰延税金資産（固定） 

 

 
減価償却費損金算入限度 
超過額 

114 百万円  
減価償却費損金算入限度 
超過額 

117 百万円

 有価証券等評価損 45 百万円  有価証券等評価損 62 百万円

 役員退職慰労引当金 110 百万円  役員退職慰労引当金 104 百万円

 その他 72 百万円  その他 56 百万円

 小計 343 百万円  小計 341 百万円

 評価性引当額 56 百万円  評価性引当額 75 百万円

 差引 286 百万円  差引 266 百万円

 繰延税金負債（固定）  繰延税金負債（固定） 

  前払年金費用 85 百万円   前払年金費用 30 百万円

 その他有価証券評価差額金 62 百万円  その他有価証券評価差額金 22 百万円

   小計 148 百万円    小計 52 百万円

 繰延税金資産（固定）の純額 138 百万円  繰延税金資産（固定）の純額 214 百万円

    

２. 

 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２.

 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 
    
  法定実効税率 41.1％

 

差異が法定実効税率の 100 分の５以下である

ため、記載を省略しております。  （調整） 

  
  
  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

0.5％

   住民税均等割等 0.7％

   外国税額 0.4％

   繰越欠損金の引継ぎ額 △ 5.4％

   評価性引当額 5.9％

   実効税率変更分 0.7％

   その他  △ 0.2％

 

 
  

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 

43.7％

    

３. 

 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び

繰延税金負債の金額の修正 

３.

 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び

繰延税金負債の金額の修正 
    

 

 流動の部の繰延税金資産の計算に使用した法

定実効税率は、前期 41.1％、当期 39.7％であり、

当事業年度における税率の変更により、繰延税

金資産の金額が 6 百万円減少し、当事業年度に

費用計上された法人税等調整額の金額が同額増

加しております。 

 

 

 固定の部の繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用した法定実効税率は、前期 41.1％、

当期 39.7％であり、当事業年度における税率の

変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負

債の金額を控除した金額）が 7 百万円減少し、

当事業年度に費用計上された法人税等調整額の

金額が 8百万円増加しております。 
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（１株当たり情報） 

当 期 前 期 

（平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3月 31 日） （平成 14 年 4 月 1日～平成 15 年 3月 31 日） 
  
１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

1,103 円 81 銭 

110 円 32 銭 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

993 円 49 銭 

103 円 78 銭 
    
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

  

  当事業年度から「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に

適用して算定した場合の１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 
    
  １株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

889 円 57 銭 

51 円 11 銭 
    
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 
  

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当 期 前 期 

（平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3月 31 日） （平成 14 年 4 月 1日～平成 15 年 3月 31 日） 
    
当期純利益 746 百万円 当期純利益 703 百万円 

普通株主に帰属しない金額 16 百万円 普通株主に帰属しない金額 15 百万円 

（うち利益処分に係る役員賞与金 16 百万円） （うち利益処分に係る役員賞与金 15 百万円）

普通株式に係る当期純利益 730 百万円 普通株式に係る当期純利益 688 百万円 

期中平均株式数 6,624 千株 期中平均株式数 6,632 千株 
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役 員 の 異 動 
 

 

１．役員の異動（平成 16 年 6 月 25 日付予定） 

 

(1) 新任取締役候補  
 

     取締役  渡辺 剛一 

 

 

(2) 新任監査役候補 
 

     監査役（常勤） 大渕 正博 

 

 

(3) 退任予定取締役 
 

     常務取締役  鈴木 泰夫 

 

 

(4) 退任予定監査役 
 

     監査役（常勤、社外監査役） 渡辺 剛一 （平成 16 年 6 月 25 日付 取締役に就任予定） 

 


